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社会主義経済における最適成長政策＊  

一億先的発展と均等的発展をめぐって  

長谷部 勇 一  

昇するのかどうかといった点におかれたといえ  
よう．   

しかし，岡稔氏が指摘されているように3），  

これらの議論には技術進歩とは直接関係なく，  

むしろ資本蓄積という契機によって優先的発展  
を基礎づける論；哩が含まれており，そこに若干  

の混乱があったように思われる．   

そこで本稿では，技術水準一定という仮定の  

もとでもっばら資本蓄積にもとづく成長過程に  
焦点をあて，社会主義における基本的な成長政  

策（最適投資政策）を考察する．本稿の目的の  

第1は，フェリドマン以降の議論をたどりなが  

ら，「計画期間の大半は重工業部門に投資を集  

中すべきである」とする優先的発展論の内容を  
厳密に規定していくことにある．一方，この命  

題は，最近ソ連・東欧諸国でも研究されている  

有効成長］理論（ターンパイク理論）と著しい対  

照を示している4）．ターンパイク定理というの  

は，「計画期間の初期と終期を除く大部分をい  

わゆるノイマン径路（均等発展径路）に沿って  

進むぺきである」というものであるが，先の優  

先的発展論の命題とは著しい相違を示してい  
る．それゆえ本稿の第2の目的は，優先的発展  

モデルと均等発展（ターンパイク）モデルを単   

1． は じめに   

1928年，革命後の混乱が収まりつつあったソ  

連では，フェリドマンがゴスプランの一員とし  

て重工業優先的発展論を『計画経済』詑に展開  

した1）．マルクスの表式を独自に修正し，動学  

的過程に焦点をあてた彼のモデルは，当時の工  

業化論争において，レーニン喪式とともに重工  

業優先派の主軸をなすものであった．それ以降  

最近に至るまで，ソ連・東欧を中心にして，重  

工業優先的発展論は社会主義の経済法則である  

のかどうかという問題をめぐって幾度かの論争  

が行なわれた2）．   

この論争における法則論者の基本的主張は，  

社会主義経済においてもフォンド（資本）の有  

機的構成は高度化するので，均等発展径路や消  

費財部門の逆優先的発展径路を鮭持すると，拡  

大再生産のポテンシャリティが減少し続け，い  

つかは縮小再生産へと突入する．それを防ぐた  

めには生産財（投資財）部門が優先的に発展し  

なければならない，というのがその内容であ  

る．一方，批判論者の主張は主に，社会主義に  

おける技術進歩は常に有機的構成を高めるもの  

とは限らないので，優先的発展を法則として確  

定することはできないというものであった．そ  

れゆえ論争の焦点は，しばしば有機的構成は上  

3）「……社会主義的工業化における重工業の優  
先的発展は，直接的には，社会主義の物質的土台に  
ついての一定の見解に依存しているのであって，こ  
れを技術進歩にともなう過去労働の比重の増大とい  
うことによって基礎づけるのは，たとえ全くの誤り  
ではないとしても……核心をついていないというぺ  
きであろう．」岡稔［13〕．   

4）社会主義経濱における有効成長理論につい  
ては，久保庭［16〕［17］参照．   

＊本稿は昭和60年度文部省科学研究費補助金（奨励   
研究A）による研究の一部である．   
1）r．A．¢e刀も瓜MaH［12〕．尚，N．Spulber［8］  

において，この論文も含むソ連の20年代の工業化論  
争が英訳されている．   

2）岡稔［13］，長砂肝［21〕参乳  
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純化した形で定式化し，両モデルの特徴を明ら  

かにしつつ比較検討することにある．   

なお，以上のことを考察するための数学的手  

法としては，過去の研究では変分法，最大原  

理，線型計画法が用いられてきたのに対し，本  

稿では動的計画法を応用した分析を行う．動的  

計画法は，動学的な多段決定過程の最適化問題  

に適した手法であり，制約条件のある問題の数  

値解析には力を発揮するが，特にその一分野で  

ある「ボトルネック」問題を応用することによ  

り優先的発展モデルと均等発展モデルとを同・  

の枠組で考察することができるのである．   

以下2節において，本論文で前提される仮定  

のいくつかが述べられる．3節ではフェリドマ  

ンモデルについて，4節ではそれを制御論的に  

定式化したドーマーモデルについて検討する．  

ドーマーモデルでは制御変数は計画期間を通じ  

て一定とされるもとでの最適化であるのに対  

し，5節ではそれを変分問題として定式化し，  

優先的発展命題を導き出す．6節では同じ枠組  

のもとで均等発展モデルを考察し，最後に両者  

の比較検討を行う．  

2．モデルの枠組  

2－1基本的仮定   

まず，次節以降に分析されるいくつかのモデ  

ルに共通する枠組を予め述べておく．   

本稿では，ハロッド型固定生産係数のもとで  

の2部門（投資財部門と消費財部門）封鎖経済  

モデルを想定し，分析の単純化のため次の仮定  

をおいている．  

［仮定1〕産出は純産出量yでとらえる．一般  

に，変数の添字は部門を示し，添字のない  

場合は集計量を表わす．  

ex）y＝yユ＋y2  

また，時間は必要な場合（≠）で示し，各  

変数の増分は，たとえば』y（離散型）ま  

たはy（連続型）で示す．  

［仮定2］投資財は事前的には両部門いずれに  
も使用可能であるが，事後的には移転不可  

能である．また，資本ストック∬は減耗し  

ないものとする．   

この仮定により，資本の部門間移動，減価償  

却に関連する問題は捨象される．  

［仮定3］生産技術はハロッド型固定生産関数  

を前提する．すなわち，第才部門（オ＝1，2）  

の資本・産出高比率を5才，労働生産性を扇  

とすれば，  

yオ＝Min［扉■尺才，げオ・エ∫］   （1）  

である．  

また，限界資本・産出高上ヒ率』y7／d∬オ  

も裏に等しく，扉は時間を通じて一定で  

ある．  

［仮定4］投資はタイムラグなしに生産能力化  

し，かつ能力は常に完全利用されるものと  

する．  

［仮定5］労働⊥は同質であり，労働供給につ  

いては次の2つのケースを想定する．  

a）労働は常に豊富に存在する．  

b）労働は消費財を投入することによって  

内生的に供給される．  

［仮定5・a〕のケースというのは，どのよう  

な生産であっても必要な労働は供給されるとい  
うことであり，言い換えれば労働供給の制約を  

無視するケースに他ならない．［仮定5・b］の  

ケースでは，労働供給は実質賃金率を紬とおけ  

ば，  

エ＝  
（2）  

で決定されることになる．本稿では，［仮定5・  

a］が優先的発展モデルを，〔仮定5・b］が均等  

的発展モデルを特徴づけていると考えられてい  
る．  

2－2 最適性の規準  

〕最適化とは，ある決められた目的関数を最大  

（根小）にするぺく制御変数の値（時系列値）を  

決定するための手法である．われわれのモデル  

では，計画当局が決定する制御変数（政策変数）  

は，部門間の投資財の配分率（4好1：』ダ20r互1：  

jら）である．   
国民経済の成長政策を最適化手法で導く場  

合，頼も問題となるのほ，いかなる目的関数を   
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まま生産能力拡大に結びつくので，  

yl（f）＝』首ユ（f）＋』j㌔（f）  （6）  

方1（≠＋1）＝∬1（f）＋4好1（f）   （7）  

j㌔（f＋1）＝ム’2（f）＋』Ⅳ2（f）   （8）   

また，両部門の限界資本・産出高比率はそれ  

ぞれざ£に等しいと仮定されているので，  

∠yl（f）＝ざ1・』ガユ（f）  （9）  

』y2（f）＝ざ2・』〝2（才）  （10）  

とおける．また，政策変数としての投資財の部  

門間配分比率rと資本ストッグの配分比率ヴを  

想定するかということである．そもそも，社会  

全体の意志を1つの目的関数で表現できるのか  

どうか，また表現できるとした場合でも具体的  

にどういう指標で目的関数を構成すべきである  

のかという問題など，これ自体大きな間短評を  

なしている．   

本稿では，単純化のため，社会主義経済の第  

一義的な目的は国民の物質的欲求の最大限の充  

足にあり，それは，数学的には，有限視野（ア  
期間）のもとで消費財の毎期の産出量を割引率  

なしで単純に総計した線型の目的関数の最大化  

であるとみなしている5）．  

すなわち，  

′＝～ニy2（≠）離→Max   （3）  

を目的関数としている．   

ただし，フェリドマンの場合，それは明示的  

には示されていないが，一応消費財の成長率の  

最大化と考えておく．  

3．フェリドマンの重工業優先論  

3－1 フェリドマンモデル   

フェリドマンの論文は，ドーマーも述べてい  

るように，様々な要因を取り込んだ複雑なモデ  

ルを用いて議論を展開しており，かなり期：解に  

なっている．たとえば，政府消費，活動的ブル  
ジョワジーと不生産的ブルジョワジーとの区  
別，資本の利用効率（本稿の記号で扉）の変化  

なとを導入している．ここでは，彼の重工業優  

先論の基本的主張を明らかにするため，それら  

複雑化要因を捨象したモデルを設定する．   

まず，フェリドマンモデルにおいては労働供  

給に関する制約は考慮されていないので（［仮  

定5・a］のケース），各部門生産量は次のよう  

∬1（チ）  

γ（才）＝笥¢（わ   
Al（才）＋Å2（f）  

と定義しておこう．すると，γとqの間には，  

lγ（才）【牒（f）l  リ （f）   旦！  

¢（f＋1）－ち（f）＝  
1＋sl・与（f）  

の関係式が成立するので，   

r（才）≦；（f）⇒壱（f＋1）≦二（f）  

となる．また，両部門の産出量の比率rを   

γ（才）＝言霊  

と定義すると，   

裏  
γ（f）＝監＝芸・  

（13）  

（14）  

（14）式は，資本ストック配分比率旬が高くな  

る（投資財部門のストッグが相対的に高まる）  

ならば，産出比率γは低く（投資財部門の産出  

量が相対的に高く）なることを示す．このこと  

と，（12）より次の命題を得る・  

［命題Fl］投資財の部門間配分比率が資本ス   

トック配分比率に等しければ，両部門は次   

期均等成長する．投資の配分比がストック   

配分比より大きいならば，次期投資財部門  

が優先的に発展する（逆は逆）．すなわち，  

γ（わ≡ぢ（f）⇒r（才＋1）≦r（f）   （15）   

次にrと国民所得（y＝yl＋y2）の成長率と  

の関係式を導けば，  

dy（f）51・』打1（f）＋52・』打2（わ  

y（才）‾  yl（f）＋y2（≠）  

に決定される．  

yユ（f）＝51・∬1（f）  

y2（f）＝ざ2・J√2（≠）   

仮定より，投資財はすぺて新投資され，  

弟
二
郎
 
の
 
 

（
 
／
し
 
そ
 
 
 

＝1（51－∫2）r（わ＋521  

sl＋  

（16）   

5）本稿と同じハロッド型生産関数を前提し，  
代替の弾力性が一定の効用関数のもとでターンパイ  
ク特性を検討したものとして，S．Bose［3］．  
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的には』y2／y2を高めるが，時間の経過とと  

もに今度はすが徐々に低下していくので，長期  

的には』y2／y2も低下してしまうのである（同  

様の論矧ま，［命題F2一①〕のケースでも成立  

する），   

以上よりフェリドマンの導く第一の提言は，  

長期的に消費財，国民所得の成長率を増大させ  

るためにはrをできる限り高めるぺきである。  

すなわち投資財（重工業）部門に投資を集中す  

べきであるというものである．しかし，国民の  

消費水準を一時的にも大きく犠牲にするほどr  

を高めることもできない．でほどうするか・  

（17）式においてもしざ1を高めることができ  

れば他の要因はそのままでも』y2／y2を上昇さ  

せることができる．フェリドマンはこの点にも  

注目し，生産過程の合理化や複数交替性の導入  

を通じて資本の利用効率を高めて消費財の拡大  

をはかるぺきである，というのが彼の第二の提  

言である．   

この第二の提言から考えると，フェリドマン  

が単なる重工業優先論看であったとは考えにく  

い．むしろ，彼の真に意図していたこととは，  

封鎖経済においては投資財部門の生産能力が成  

長のための決定的な制約条件（ボトルネック）  

であることを把捉した上で，資本蓄積（第一提  

言）と技術進歩（第二撞言）の両者によってそ  

のボトルネックの束縛を縮小させるための諸政  

策を提示したと言えるのではないだろうが）・   

技術進歩の側面は本稿の射程外の問題ではあ  

るが，このようにフェリドマンを把握するなら  

ば，技術進歩に対する彼の認識は最近の最適成  

長理論における問題関心と結びつくものを有し  

ていると言える7）．   

しかし，本稿では技術一定という前提のもと  

での考察が目的なので，彼の第一の提言に関す   

となる．ここで，扇は一定であり，q（f）もf期  

においては所与であるから，次の命題をひきだ  

すことができる．  

［命題F2］①∫ユ＞s2ならば，高いr（f）は国   

民所得成長率』y／yを上昇させる．①5ユ＜   

ざ2ならば，高いγ（f）は直接的には』y／y  

を減少させる．   

またrと消費財部門の成長率との関係は次の  

式で示される．  

（  』y2（け」1－γ  
ざ2打2（≠）  

＝‡1－r（嘩  

y2（才）  

（17）   

ここでも51は一定であり，¢（f）も所与であ  

るから，次の命題が成り立つ．  

［命題F3］高いγ（才）は，直接的には消費財   

部門の成長率を減少させる．   

3－2 フェリドマン重工業優先論の含意  

「アメリカに追いつき追いこす」ように匡Ⅰ民  

所得の成長率を高めるためには，γを上昇させ  

投資財部門の拡大を図る必要がある［命題F2【  

①］．一方，rの上昇は直接的には消費財部門  

の縮小再生産を意味し［命題F3〕，国民の消  

費水準を落とさないためにはγを高くしすぎて  

はならない．このような蓄積と消費の矛盾した  

関係のなかで，いかなる投資政策をとるぺきか  

というのがフェリドマンの提起した問題であっ  

た．   

それに対する彼の解答は，この問題を長期的  

に把え直すことの中に見いだされた．すなわ  

ち，消費財の成長率』y2／y2を規定する（17）  

式にはストック配分比す（f）が含まれているが，  

rを高くする場合，すなわちr（f）＞¢（f）とする  

場合はそれ以降留（f）＞¢（才＋1）という関係を持  

続的にもたらすことになる［命題Fl］．G（f）  

が上昇すれば（17）式より明らかなように，』y2  

／y2も上昇していく．したがって，短期的には  

高いγのために』y2／y2は低くなるが，時間  

の経過とともにすが上昇して』i′2／y2も高くな  

っていく．逆に，dy2／y2を高めようとしてr  

を低く設定する場合（γ（f）＜¢（f）），確かに一時  

6）ドーマーは，フェリドマンのこの第二の捏  
言を無視し，5を自由に動かせるのほ成長狂である  
とまで断言するが，フェリドマンが消費を犠牲にし  
てまで成長を高めるべきだという見解に否定的であ  
ったことは確認すべき点である．なお，フェリドマ  
ンモデルにおいてぶの変化の意義を与えたものとし  
て，A．】1Bha11a［2］．   

7）たとえば，高島忠［20〕参照．   
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るその後の展開に焦点をおき，次節ではフェリ  

ドマンの提起した問題を最適化論の手法で検討  

したドーマーモデルについて考察しよう．  

4．定数値制御による優先的発展モデル  

4－1ドーマーモデル   

資本ストックの損耗のないケースのドーマー  

のモデルほ，先のフェリドマンモデルにおける  

方程式系を離散型から連続型にしたものであっ  

て，∠Ⅳ，』yをÅ‘，yに置き代えることによっ  

ぶ1γ  

（31）  γ（0）51γ  β【β1r（＋1   －1  
ざ2－γ（s2－ぶ1）  

（30），（31）式において，f→∞の時g‾glr∫→0で  

あるから，   

＝51・γ  

したがって，才が長期になればなるほど，51と  

ぶ2の大小関係にかかわりなく y／yやy2／y2  

も勘丁の値に近づくことがわかる．これより，  

［命題D］消費財部門ならびに国民所得の成長  

率は，時間の経過とともに漸近的に投資財   

部門の成長率に近づく．よって，rが高い  

ほど長期的には消費財部門ならび国民所得  

の成長率も高くなる．   

42 ドーマーモデルの最適解   

命題Dは先のフェリドマンの主張を厳密に数  

学的に導出したものに他ならない．ドーマー  

は，これにより封鎖経済における投資財部門の  

重要性を確認した後で，経済成長の目的を計画  

期間を通じる消費財の総和の最大化におき，そ  

れを実現させる最適なγの決定問題について検  
討する．この場合，制御変数γは，期間を通じ  

て一定であることが前提されるが，これほ制御  

工学的には定数値制御という．  

（26）式を0期からT期までの定積分すること  

によって目的関数が得られる．   

′＝～；y2（輝   

＝§；〈y2（0）＋（苧）芸（g帖1）〉df（32）  

議論の単純化のためざ1＝ざ2とおいて，（32）式  

を積分すれば，   

′＝［（y2（0）一（苧）什宇与β8r‘］ニ   

＝（y2（0）一宇）ア＋宕（♂軋1）（33）  

′の極大値は（33）式をγについて微分して0と  

おくことによって得られる．   

＝一 穿貫宇＋β叩ア［苧＋雪珂＝0  

（34）  

（34）式をγについてとけば，Tが与えられた   

て得られる．  

yl（才）＝ざ1Ⅳ1（f）  

y2（f）＝ざ2Jl去（わ  

yl（≠）＝∬1（≠）＋〝2（≠）  

これに応じてγも次のように定義される．   

γ（f）＝   

まず，yl，y2の時間径路を求めよう．γの定  

義より（以下では簡単化のため必要な時以外才  

を省く），  

∬1＝ryl  

jら＝（1－r）yl  

それぞれを（18），（19）式に代入して，  

y＝ぶ1ryl   

ナ2＝S2（1－r）yl  

（21）  

（22）  

（23）  

（24）  

（器）式はylについて解くことができる．単純  

化のため，yl（0）＝1とすれば，  

yl＝β丘1r上  
（25）  

これを（24）式に代入してy2について解けば，   

y2＝y2（0）＋（誓）芸（β帰Ll）（26）  

となる．これより，yとyを導けば，   

ナ＝yl＋ナ2＝151r＋ぶ2（1－r）lが1r£ （27）  

y＝yl＋y2   

＝y（0）・（（誓）票＋1）（〆吊小一1）（お）  

以上より，各変数の成長率を求めれば，   

＝ぶ1r  

y2（0）ざ1γ  
β」∂1r‘＋1  

（1－r）52  
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表1資本配分比別消費総和   

時の最適なrを求めることができる．しかし，  

（34）式はrについて陽に解くことは解析的に  

困難なので・トマーの数値例（ざ＝与y2（0）  

＝9）をもとに最適なγを近似的に求めよう．  

すると目的関数：は，   

た（9一宇）T＋墜㌍（βrr／3－1）（35）  

となる．（35）式において，r＝0．1，0．2，・  

0．8としてT＝1から15まで計算して表1を得  

る・（但しr＝0のケースは，′＝＋9rにより  

計算されていが））．   

最適なrを求めるには表を横に読み，たとえ  

ばT＝10ならばr＝0．2の時の値′＝106．6が最  

大となっているので，r＝10の時の近似最適解   

は㌻＝0．2となる．したがって，各rに対応す  

る最適投資政策rの近似解は，   

1≦r≦8のとき  γ＝O  

r＝9 のとき  r＝0．1  

T＝15 のとき  r＝0．6  
というように決定されるのである．   

4－3 ドーマーモデルの評価  

ドーマー自身も述べているように，このよう  

な決定方式は計画問題の解として有効である  

とは言えない．先の表からも うかがえるよう  

に，各rの値に対する′の値の変動が微小であ  

り，たとえばγ＝0とr＝0．8でも15年ぐらいで  

はさほどの違いも生じないからである．   

ドーマーモデルは，このように計画問題の解  

としてほ実用性に欠けるものであるが，フェリ  

ドマンの主張を数学的に厳密化し，さらに問題  

を最適化論的に提起したという点で評価するこ  

とができる．しかし解法という点では，γを計  

画期間中一定とおいて微分によって′の最大値  

を求めようとするもので制御論としては単純で  

ある．制御パラメータとしてのrの値を時間の  

経過とともに変化させることも認めた解法でな  

ければならない．ドーマーは，それほ変分法の  

問題であるとして扱わなかったが，次節ではr   

8）r＝0の場合，（18）式に踪＝0を代入して定  
梧分をとれば  

れご名（0）＝1  

これを（24）式に代入して  
y2＝S2  

これより，  

1ち＝52f十y2（0）   

∴′＝糎（り蛮＝号r2＋坑（0）ア  

ここに，5が＝1／3，y2（0）＝9を代入すれば   

′＝筈＋9r  

を得る．  
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の変動を認めたモデルについて検討しよう．  

5．最適制御による優先的発展モデル  

5－1ボトルネックモデル1   

ドーマーモデルは，その後，社会主義経済の成  

長モデルとしても，また低開発国の発展モデル  

としても研究された．そして1960年代に入り，  

ボントリャーギンの最大原］璽が登場すると，こ  

の原理を応用して制御パラメータrの値の時間  

を通じての変化を認めた研究がなされるように  

なった．   

その代表的な研究としてほストレルのものが  

有名である（L．Stoleru［9］）．ストレルは，ド  

ーマーモデルの枠組のなかで，消費総和を最大  

化する投資政策を最大原理によって導出した．  

本稿では，それをベルマンの動的計画法（DP：  

DynamicProgramming）によって求めてみよ  

う9）．   

DPは工場などにおけるプロセス制御に応用  

されるが，そのなかで生産が投入原材料のうち  

最小量のものによって決定されるプロセスの最  

適化問題を，特に「ポいレネック」問題と呼ん  

でいる10）．本静は，この「ボトルネック」問題  

を応用して国民経済の最適投資政策を求めてみ  

ようとするものである．   

まず，ここで扱うボトルネックモデルⅠは基  

本的に先のドーマーモデルと同じである．  

yl＝ざ1・Å1  （18）  

y2＝ざ2・ム2  
（19）   

問題を最適化するので，（20）式を次の制約式  

に代える．   

∬1＋jら≦yl，∬1≧0，Å‘2≧0   （20′）  

またはベクトル・行列表示では，   

ケ＝β廠  
（36）  

（三三）由耳ぬ   （37）  

ただし   

才＝（芸：）・慮＝（訪r＝（芸：）・  

g＝（㍊）  

（36）（37）式の制約条件のもとで，   

可ニy2（f）df  

を最大化するのがここでの問題となる．  

（38）   

52 ボトルネックモデル1の最適解  

（38）式に最大値が存在すると仮定し，それを   

′（プ1，ツ2，T）ただしグ1＝yl（0），プ2＝y2（0）  

とおく11）．′は，初期状態（乃，プ2）から出発し  

残りr期に渡って最適政策をとった場合の′の  

最大値を意味する．   

最適性の原理（数学補注参照）より，   

纂＝Max［描高雛］ （39）  

を得る．ここで   

＝ 
恒2＝β  

とおくと12），（39）式の右辺は  

A〟1＋且杭→Max  

Sabject to〟1＋脆≦ヅ1  

∬1，jら≧0  

（40）  

9）B．C．如月a兄Hの一連の最適成長に関する  
研究（［10〕，［11〕，［12コ）は，明示されてはいない  

がβP的な研究手法が用いられている．  
10）R．Bellman［1〕．  

11）このことは，本稿での証明が必要条件から  
与えられることを意味する．  

12）A，Bは経済学的には各部門への追加投賢  
の評価係数と解釈しうる。   
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という単純な線型計画問題とみなすことがで  
き，図1のようにグラフで簡単に解くことがで  

きる．   

これより明らかに（40）式は，   

芸＜1⇒P点で最大化（gl＝0，五去＝γ1）   

芸＞1⇒据で最大化（〟1＝九垢＝0）  

という解をもつ．このことは，最適制御には投  

資財部門優先（打1＝九あ＝0；長政策）と消費  

財部門優先（打1＝0，巌＝グ1；P政策）の2つの  

タイプが存在することを示す．   

まず，計画終期（チ⊆0）における制御につい  

て考える．（19）式を積分すれば，  

y2（丁）＝プ2＋ざ2灯2r  （41）  

（41）式より，計画終期には∬壱を最大にとる  

とき，y2（r）をしたがって目的関数′を最大  

にすることが予想される．よって，P政策（首1  

＝0，巌＝プ1）をとる場合の運動方程式（36）は  

次のように変形される．   

ね蝶1）  

r＊＝  
ぶ2  

とおけば，T＜T＊ならばA／月＜1，γ＝ア＊なら  

ばA／β＝1，γ＞T＊ならばA／β＞1であるか  

ら，T＊期が政策の転換点になると考えられる．  

すなわち，   

0≦r≦T＊ならば＜1（㌣政策）  

（48）  

ア＊＜丁ならば＞1（屋政策）   

であり，T≦r＊の時P政策（消費財の優先政  

策）が最適であることが確められる．   

r＊＜丁の場合，rJT＊期間に渡り，丘政策  

（打ユ＝乃，ブナ2＝0）が最適制御になることが予想  

される．すると運動方程式（36）は次のように  

変形される．   

呵言1）   

、
、
 －

 

0
 
0
 
 

1
 
0
 
 
 

0
 
鞄
 
 

封
 
0
 
 
 

ニ
 
 

∴i－－I  
（49）式を解けば，   

yl（f）＝グ1〆車   

y2（f）＝J▼2  

内
職
 
 

0
 
0
 
 

0
 
1
 
 
 

0
 
鞄
 
 

勘
 
0
 
 
 

二
 
 

∴吋£3）y  

（42）式を解けば，   

yl（才）＝ツ1   

y2（チ）＝ぶ2ユ′1f＋プ2  

（42）   （48）より，残りr期間の時点から出発し，丁▲一  

丁＊期間後にはク政策に最適制御が移る．最適  

性の原理より，この時点以降の残りのT＊期間  

も最適政策を構成しなければならない．よっ  

て，  

′（力，プ2，T）＝′（yl（r一丁＊），  

y2（r一丁＊），ア＊）（52）  

ここで，残りのr＊期間はP政策をとることが  

わかっているので，（52）式右辺を（45）式で展  

開すると，   

′（プ1，ツ2・乃＝T＊2γ1gぷユ（卜rり＋プ2r＊（萄）  

となる．（53）式を乃，グ2でそれぞれ偏微分して   

＝T＊2が1（rrr＊）・＝r＊  （54）  

よって，   

＝T＊β81（T†博〉＝β31（rr＊） （55）   

すると（44）式を用いて，′bl，プ2，γ）を具体  

的に求めることができる．   

′（ヅ1，ヅ2，乃＝i；（52扉＋プ2）dチ  

＝s2プ1T2＋力7  （45）  

（45）式をプ1，ツ2でそれぞれ偏微分すれば，   

芸＝与52T2・完＝r  

となるので，（40）式の傾きは，   

．一l上r   

膏＝百  

（46）  

（47）  

と求まる．（47）式より明らかに，A／βはrに  

関して単調増加関数であり，  



社会主義経済における最適成長政兼  （1986，3）   

長戦略が厳密に導き出された．従来の論争のな  

かで両部門の接近政策あるいは消費財部門の逆  
優先的発展が主張されたが，その意味は［命題  

Bl〕から考えると，現在ほ成熟した段階（才  

≦T＊）にあるのだから，投資政策を消費財部  

門優先に転換すべきであるということになる．   

これらのことはすでに，フェリドマン，ドー  

マーらによってその基本思想は述べられていた  

点であるが，本稿ではそれを動的計画法にもと  

づいて数学的に定式化したのである．   

しかしながら，今まで考祭してきた優先的発  

展モデルには大きな問題点が存在する．それ  

ほ，外部資源や労働供給の制約を無視している  

点にある．計画期間全体を通じて豊富な労働力  

が存在するという想定［仮定5・aコは，確かに  

発展途上国や初期の社会主義諸国に関しては非  
現実的であるとはいえないが，現代のソ連・東  

欧諸国についてみれば，少なくとも労働力が豊  

富であるとはいいがたい．また労働力以外で  

も，たとえばエネルギー資源などが限られてい  

る場合は，工業化の初期段階において，それが  

ポいレネックになる可能性が大であって，全体  

の成長はそれに制約されざるを得なくなるであ  
ろう．   

このように考えると，投資財以外はボトルネ  

ックが存在しないという想定が優先的発展モデ  
ルにとって決定的な条件であることがわかる．  

しかしこれはかなり厳しい条件であり，現実的  

であるとは言いがたい．   

次節では，この決定的条件をはずした場合に  

最適径路がどのように変化するかについて検討  
しよう．  

6．最適制御にもとづく均等発展モデル  

6－1ボトルネックモデル11   

本節では，モデルⅠの体系（18）（19）（20）′に  

［仮定5・b］で示された労働力供給の制約条件  

を追加した体系をボトルネックモデルとして検  
討する．   

労働力の供給は，（2）式で示されるが，消費  

財部門を拡大する限り労働力もその分供給され   

となる．（55）式より明らかに，γ一丁＊＞0すな  

わちr＞T＊ならば，A／βは1より大である  

こと，r＝γ＊ならばA／βは1に等しいことが  

わかる．したがって，T＞T＊ならば皮政策が  

最適制御になることが確認された．   

以上のことより，次のような優先的発展命題  

が導き出される．  

［命題Bl］T＊＝とおくと              5 
2  

① 0≦r≦T＊の時；  

0≦f≦rのすぺてに渡ってJ（1（f）＝0，  

J～2＝yl（才）（消費財部門優先）が最適  

政策になる．  

① T＊＞rの時；  

才＞丁＊の間は，Å1（f）＝yl（f），ム2（才）  

＝0（投資財優先）とし，才≦r＊になっ  

たら∬1（f）＝0，Å2（f）＝yl（≠）（消費  

財優先）に転換するのが最適政策にな  

る．（図2参照）  

［命題Bl］の①は，計画期間があまりに短  

期であるならば，投資活動による迂回生産の余  

裕がない状態を示す．〔命題Bl］の①が，従  

来，重工業優先政策といわれてきたことの数学  

的表現である．   

5－3 優先的発展モデルの問題点   

ボトルネックモデルⅠの検討によって，計画  

期間全体に渡る消費の総和の最大化のために  

は，計画の前半期には投資財部門に，そして後  

半期には消費財部門に重点投資を行うという成  



第88号   

るので，労働力のボトルネックは常に解消され  

ていく．しかし，投資財部門を拡大する場合は  

事情が異なる．投資財部門の労働装備率（資本  

の技術的構成）をJl（Jl＝ム／∬．）とおけぼ巨ぬ  

の投資に対しては，Jl正1だけの追加労働力が  

必要とされる．その時，追加労働力供給の上限  

は広くとれば，（2）式で規定されるエ（f）であ  

るから，   

ん丸≦  （55）  

という制約条件が新に付加される．   

ここで，ylとy2の単位を適当にとることに  

よって，問題の一般性を失うことなく彷＝1，  

gl＝1と仮定できるから，（55）式を  

∬1≦y2  （56）  

に変形しておく．すると，ボトルネックモデル  

ⅠⅠの運動方程式ならびに制約条件は次のように  

なる．  

ナ＝g盈  （36）  

（；三）鹿㌢ぬ   （57）   

そして，（36）（57）式のもとで目的関数（37）式  

の′を最大化するのがここでの最適問題であ  

る．  

6－2 ボトルネックモデル11の最適膵   

前節のモデルⅠと同様にして，最適性の原理  

より，   

諾＝Max［ぶ1芸如5掛2］  
を得る．ここで，先と同じくA，βを用いれば  

芸＞1⇒点点で最大化（互1＝丸亀＝0）  

（ii）ッ1＞グ2（γ0＜1）のケース   

芸＜1⇒P点で最大化（∬1＝0，∬2＝プ1）  
＞1  ⇒Q点で最大化（茸1＝プ2，∬2  

＝プ1－ヅ2）   

これより最適制御には，P政策・Q政策・虐  

政策という3つの型があることがわかる．   

まず，計画期間が比較的短期である場合（r  

≦T＊），初期部門構成がどちらのケースであっ  

ても，前節の分析同様，A／βは1より小さく  

なるので，P政策（ム1＝0，ノ；ち＝プ1）が最適とな  

る．   

T＞r＊のとき，初期部門構成（ro）の大きさ  

に応じて2つのケースがある．   

ro＜1のときは，投資財に比べて消費財が相  

対的に少なく，労働供給がボトルネックになる  

ケースであって，Q政策（〟1＝プ2，属2＝プ1一夕2）  

が最適となる．¢政策をとった場合のγ（f）を  

調べてみよう．運動方程式は，   

ケ＝g（y 
ヱy2）   

＝（㍊）（冒＿；）（芸：）  

・・・吋£＿；：）y  

となる．これを各部門毎に書き直せば，  

（58）式の右辺は，  

Aノーl＋且範二〉Max  

Sabject to Kl＋hち≦yl  

丸≦ッ2  

耳1，〟2≧0  

（59）  

というエP間崖となる．今度の場合は，最大点  

は次の2つのケースに分けて考えられる（図2，  

3参照）．  

（i）プ1≦プ2（ro＝プ2／プ1≧1）のケース  

＜1  ⇒や点で最大化（∬1＝0，五2＝プ1）  
（60）   yl＝51y2  
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費財が比較的豊かで労働供給も豊富な状態を意  

味する，したがって，この場合の運動方程式  

は，ボトルネックモデルⅠと同じ（49）式とな  

る．これを各部門別に表わせば，  

yl＝51yl  （67）  

y2＝0  
（68）   

長政策をとった場合の部門構成γの変化を  

みるために，（63）式に（67），（68）式を代入し  

て，  

r  

r  0－γ（51yl）  
－ざ1タ′＜0  （69）   

yl  

これより，長政策をとるならば部門構成γ  

は減少していく．したがって，γが十分に長期  

であるならば，当初はγ≧1であったものがい  

つかはγ＜1となり，Q政策に転換する．しか  

しrが長期でない場合は，r＜1となる以前に  

≠≦T＊となり長政策に転換することもありう  

る．   

以上を計画期間の長さに応じて3つに分けれ  

ば，ボトルネックモデルⅠⅠの最適政策は次のよ  

うにまとめられる（図5参照）．   

①r≦r＊のとき，部門構成の初期状態が何  

であってもy2の成長を全力ではかる（P政策），   

①T＞ア＊のとき，（i）γ0≧1ならばまず全  

力でylの成長をはかる（屈政策）．そして，f≦  

T＊となったらy2を全力で成長させる（P政  

策）．（ii）γ8＜1ならば，均等成長をめざし両  

部門に投資し，γ＝γ＊となって以降f＝T＊ま  

では均等成長を持続させる（Q政策）．≠≦T＊と  

なったらy2を全力で成長させる（P政策）．   

③γ＞＞r＊（十分に長期のケース）のとき，  

γD≧1ならば，まず全力でylの成長をはかる  

（忍政策）が，やがてγ＜1となる以降は均等成  

長をめぎし両部門に投資する（Q政策）．γ。＜1  

ならば最初からQ政策をとる．γ＝γ＊となる  

以降は≠＝丁＊まで均等成長を続け，才＜丁＊にな  

ってからy2を全力で成長させる（P政策）．   

以上のことより，次の命題を導き出すことが  

できる．  

［命題B2〕計画期間を十分長期にとるなら   

ば，いかなる状態から出発しても，計画期   

（62）  y2＝g2yl－S2y2  

である．部門構成γの変化率は，   

㌻＝（崇）＝彗≠   
（63）  

であるから，これに（61），（62）式を代入して   

タ＝主上51y2＋（52yl－S2y2））   

∴タ＝－51γ2－S2γ＋52  （64）  

が得られる．（64）式の右辺は，図4に示すよう  

な放物線となり，方程式（64）は原点をはさんで  

2つの実根を有していることがわかる（夕γ；0＝  

ざ2＞0，夕rゴ．1＝－51＜0）．よって，正根の方をγ＊  

とおけば，  

－S2＋ノ522＋蛮1ぶ2  
γ＊＝   

（65）  
2∫1   

であり，明らかにr＊＜1となっている．そし  

て，図4からもわかるように，  

γ≡r＊⇒夕≡0  （66）  

が成立し，Q政策をとる限りγはγ＊に収束  

していき，一度γ＝γ＊になれば，以降これを  

維持していくことがわかる．部門構成を一定  

（γ＊）に保つということは，各部門均等に成長  

することを意味するので，Qi改策は均等成長政  

策と呼ぶことができる．その後，才≦γ＊となる  

時点で，Q政策からP政策に転換するのであ  

る．   

γ。≧1である時の最適政策局について検討し  

よう．γ≧1というのは，計画初期において消  
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（3）投入産出構造からボトルネックモデルⅠ，  

ⅠⅠの特徴をとらえると，モデルⅠの場合は生産  

に必要とされるのは投資財のみであるので，分  

解可能な構造（マルクス的部門分割）といえる．  

一方，モデルⅠⅠでは，投資財ならびに消費財も  

生産に必要とされるので，分解不可能な構造と  

いえる．したがって，最適径路の相違は，2部  

門モデルにおける投入産出構造が分解可能か分  

解不可能かという点から特徴づけることも可能  

である13）．  

（4）現実の経済成長を考える場合，労働や外  

部諸資源に関する制約条件を十分に認識した上  

で計画を作成しなければならないことはいうま  

でもない．優先的発展論では，工業化初期には  

豊富な労働力が存在するので，労働に関するボ  

トルネックを捨象することが正当化される．し  

かし，ボトルネックとなりうるのは労働だけで  

なく，エネルギー資源・貿易なども含まれ，こ  

れらは一般に工業化初期には厳しい制約と考え  

ねばならない．  

（5）戦後のソ連・東欧諸国の成長過程をみる  

と，労働力供給の制約が現実的になり，いわゆ  

る内包的成長（Intensive Growth）が求められ  

ていることは周知のことである．その際，この  

制約を無視して優先的発展径路をとるならば，  

それは（55）式において賃金紺を引下げること  

により労働供給を強制的に引き出すことによっ  

て制約をのりこえていると解釈することが可能  

である．したがって，優先的発展径路はこの場  

合，労働者に大きな負担をかける成長径路にな  

るといわねばならない14）   

以上より，社会主菜経済における最適成長政  

策としては，均等発展モデルの方が望ましいと  

いえるが，フェリドマンの提言した問題，すな  

間の大部分を均等成長径路（γ＝γりに沿  

って進み，計画終期に消費財部門に投資を  

集中するのが：最適政策となる．   

このことは，ボトルネックモデルⅠⅠがいわゆ  

るターンパイク特性を有することを示してい  
る．  

7，結  

βクにおける「ボいレネック」問題の手法を  
最適成長理論に応用することによって，次のこ  

とが明らかにされた．  

（1）優先的発展モデルにおいては労働力をは  

じめとする外部諸資源の制約がなく，経済にほ  

投資財のみが唯一の再生産可能なボトルネック  
となっている．そこで，計画終期を除く大部分  

に渡って最大限重工業部門を成長させることに  
よって，ボトルネックの制約を解消させていく  

戦略が最適径路となるわけである．  

（2）それに対し均等発展モデルでは，消費財  

も賃金財として投入されることを仮定し，労働  

供給制約を考慮に入れることによって，経済に  

は複数のボトルネックが存在することになり，  

成長過程はこれらのうち最も厳しい制約となる  
生産物により産出量が規定される，それゆえ，  

ボトルネックとなる部門にあわせた均等成長径  
路に沿って進むのが最適径路となるわけであ  
る．  

13）一般にレオンチェフタイプのターーこ／パイク  
定理では，投入係数行列・資本係数行列の分解不可  
能性が仮定されている．分解可能のもとでのターン  
パイク定理の興味ある検討としては，J．M6czむ〔7〕  
参照．  

14）M．Xalecky［5］でも，経済成長におけるボ  
トルネック問題を重視して重工業優先的発展論批判  
の論拠としている．   
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ほれ螢ン2＋0（e）］  

ここで，∈→0の時，0（∈）→0であるから，   

，！一▲ノ（ヅ1，ヅ2，T）－′（プ1，プ2，T∈）  

わち技術進歩を考慮した場合最適径路はどのよ  

うになるのか，また現実のデータをあてはめ  

た場合ターンパイク特性がどのようになるか，  

など均等発展モデルに残された問題も存在す  
る15）．特に重要な問題として，優先的発展モデ  

ルも均等発展モデルも，経済に存在するボトル  

ネックに沿って最大限蓄積していく径路が最適  

となっているという点では同じであって，どち  

らも最適径路上では最大限供給状態が維持され  

ている16）．したがって，各部門が均等に成長す  

るという意味でほ「バランス」成長ではある  

が，それが一般的に望ましいという理由はな  

く，さらに広い視野からみて調和のとれた成長  

径路を探索していく ことも必要となるであろ  

E∴  

（横浜国立大学経済学部助教授）  

《数学補注》  

最適性の原理とは，「初期の状態と最初の決  

定が何であっても，残された決定は最初の決定  

から生じた状態に関して最適政策を構成しなけ  

ればならない」というものである．   

最適径路上で微小時間∈が経過したと考え  

る．すると最適性の原理より，新しい状態（yl  

（∈），γ‾2（E））から出発し，残りT一己期間も最適  

政策を構成しなければならないので，  

′（グ1，ツ2，T）＝Max′（yl（e），y2（丘），r【E）  
（70）  

ここで，∈⊆0であるから右辺を展開して，   

′（ッ1，プ2，丁）＝聖中…2，r－…）   

山打す2＋0（e） 
］ （71）  

右辺第1項を移項して，  

′bl，プ2，7つ1′（九プ2，r一言）  

＝Max  

（72）   

＝MチⅩ［霊山雛］  

ここに，（18），（19）を代入して，   

纂＝Max［51雛＋52雛］  
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